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第1世代
アナログ方式

1980’s

第2世代
PDC（日本）
GSM（欧州）

cdmaOne（北米）

1993～

第3世代
W-CDMA

CDMA2000
（世界共通）

2001～

3.5世代
HSPA

EV-DO等

2006～ 第４世代
（IMT-Advanced）

高速移動時
100Mbps
低速移動時

1Gbps

2012年１月、ITU-R※
において勧告承認。

※ 国際電気通信連合
（ITU:International 
Telecommunication 
Union）の無線通信部門 
（Radiocommunication 
Sector）

　

1979年～
自動車電話

1987年～
携帯電話

1985年～
ショルダーホン

音声 インターネット接続 音楽、ゲーム等サービスの高度化

数十kbps 384kbps 14Mbps 100Mbps

3.9世代
LTE

（Long Term Evolution）

2010年12月
サービス開始
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詳しくは
となりのページへ

LTE

最
近「
L
T
E
」っ
て

よ
く
聞
く
け
ど
、

何
の
こ
と
な
の
？

携
帯
電
話
の
新
し
い

シ
ス
テ
ム
の
こ
と
だ
よ
。

ほ
ら
、キ
ミ
の
最
新
の

携
帯
電
話
は
L
T
E
だ
よ
。

通
信
ス
ピ
ー
ド
が

速
く
な
っ
た
ん
だ
よ
。

ほ
ら
、こ
の
道
だ
っ
て

あ
の
道
み
た
い
に

二
層
化
し
た
ら
、

も
っ
と
速
く

走
れ
る
だ
ろ
。

な
る
ほ
ど
ね
。

こ
ん
な
に
渋
滞
す
る

道
を
選
ば
な
い
よ
う
に
、

あ
な
た
の
判
断
能
力
も

L
T
E
化
し
て

も
ら
い
た
い
わ
。

そ
う
な
ん
だ
。

何
が
変
わ
っ
た
の
？

100

キ ー ワ ー ド で 日

今月の 
キーワード

本 が わ か る !

【LTE】えるてぃーいー
従来の携帯電話（第3世代／3.5世代）よりも高速な通信が可能な携帯電話の方式で、世界各国
でサービスが開始され始めています。なお、従来の携帯電話よりも高速なサービスであることか
ら、第４世代を意味する４Ｇと呼ぶ人もいますが、法令上は３．９世代（３．９Ｇ）が正式な名称です。

LTE（3.9世代携帯電話）  

話

携
度
で
は
帯

は

電
10
話

1
年
分

の
前
以

通
の
上

信
技
か

速
術
か

度
で
っ

は
あ
た

、
る
音

め
第
楽

ざ
3
フ

ま
世
ァ

し
代
イ

い
携
ル

ス
帯
の

ピ
電
ダ

ー
話
ウ

ド
の
ン

で
数
ロ

高
百
ー

速
倍
ド

化
で
が

し
、
、

て
例
１

い
え
秒

ま
ば
以

す
、
内
第
。

で

L
3
T

完
世
E

了

の
代
し

通
携
ま

信
帯
す
電
速

。

　
最
近
、
携
帯
電
話
の
テ
レ
ビ

C
M
な
ど
で
、
L
T
E
と
い
う
言

葉
を
聞
い
た
こ
と
が
あ
る
人
も
多
い

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
な
ん
だ

か
す
ご
そ
う
な
名
前
で
す
が
、
い
っ

た
い
ど
の
よ
う
な
技
術
な
の
か
、
ご

存
じ
で
し
ょ
う
か
。

　
L
T
E
と
は
、
増
え
続
け
る
デ

ー
タ
通
信
量
に
対
応
す
る
た
め
、
限

ら
れ
た
電
波
を
よ
り
効
率
よ
く
使
い

つ
つ
、
従
来
の
携
帯
電
話
よ
り
更
に

高
速
な
サ
ー
ビ
ス
を
実
現
す
る
た
め

に
、
左
の
よ
う
な
新
し
い
技
術
を
用

い
て
高
度
化
し
た
携
帯
電
話
の
こ
と

で
す
。

ま
た
、
携
帯
電
話
の
基
地
局
側
の

L
T
E
と
は
？

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
成
を
シ
ン
プ
ル
に

す
る
こ
と
で
、
遅
延
が
少
な
い
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
を
実
現
し
て
い
ま
す
。

　
日
本
で
は
、
2
0
1
0
年
12
月

か
ら
順
次
サ
ー
ビ
ス
が
開
始
さ
れ
、

現
在
で
は
す
べ
て
の
携
帯
電
話
事
業

者
が
L
T
E
を
利
用
し
た
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

　
総
務
省
で
は
、
2
0
1
5
年
度

の
導
入
を
目
指
し
て
L
T
E
の
次

の
世
代
の
携
帯
電
話
の
検
討
を
進
め

て
い
ま
す
。
よ
り
高
速
で
便
利
な
サ

ー
ビ
ス
が
皆
さ
ま
に
提
供
可
能
と
な

る
よ
う
に
、
携
帯
電
話
は
日
々
進
歩

を
続
け
て
い
く
の
で
す
。

更
な
る
高
度
化
を

目
指
し
て

情報伝送方式の高度化

変調方式（電波に情報を乗せる方法）を変更
し、一度に送れる情報量を増やすとともに、
多数の利用者が同時に効率よく情報を送れる
ようにしました。

アンテナ技術の高度化

MIMO（マイモ）と呼ばれる、データの送信
側と受信側のそれぞれで複数のアンテナを使
う技術を導入し、複数の情報を同時に送れる
ようにしました。

利用周波数幅の拡大

従来よりも広い周波数幅（最大4倍）を同時に
使用することで、多くの情報を同時に送れるよ
うにしました。

どんな技術が
使われているの？



各
府
省

政策評価を
より正確に、より身近に

政策評価の点検と「政策評価ポータルサイト」の立ち上げ
　総務省行政評価局が10月30日に公表した租税特別措置等に係る政策評価の点検結果と、
11月に立ち上げた「政策評価ポータルサイト」（詳しくは7ページ）についてご紹介します。

　
政
策
評
価
は
、
各
府
省
が
自
ら
そ
の
政

策
の
効
果
を
把
握
・
分
析
し
、
評
価
を
行

う
こ
と
に
よ
り
、
企
画
立
案
や
実
施
に
役

立
て
る
も
の
で
す
。

　
こ
の
よ
う
な
機
能
は
、
P
l
a
n

（
企
画
立
案
）
↓
D
o
（
実
施
）

↓
C
h
e
c
k
（
評
価
）
↓
A
c
t
i
o
n

（
企
画
立
案
へ
の
反
映
）
と
い
う
政
策
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・
サ
イ
ク
ル
の
働
き
と
し

て
考
え
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
総
務
省
で
は
、
各
府
省
横
断
的
に
第
三

者
的
な
立
場
か
ら
評
価
の
質
の
向
上
と
そ

れ
を
通
じ
た
政
策
の
見
直
し
・
改
善
を
目

指
し
て
点
検
を
行
っ
て
い
ま
す
。
今
年
は
、

特
に
予
算
編
成
に
関
係
の
深
い
「
租
税
特

別
措
置
等
」、「
公
共
事
業
」
等
の
政
策
評

価
を
対
象
に
点
検
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
次
ペ
ー
ジ
か
ら
は
、
昨
年
10
月
30
日
に

公
表
し
た
、
租
税
特
別
措
置
等
に
係
る
政

策
評
価
（
以
下
、「
租
特
評
価
」
と
い
う
。）

の
点
検
を
例
に
総
務
省
の
客
観
性
担
保
評

価
活
動
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

政
策
評
価
と
は

総
務
省
に
よ
る
政
策
評
価
の

点
検（
客
観
性
担
保
評
価
活
動
）

政策評価の位置づけ

Do
（実施）

政策のマネジメント・サイクル

Plan
（企画立案）

Check
（評価）

Action
（企画立案への

反映）

総務省による
政策評価の点検

特集

総
務
省

●  評価の妥当性に疑問が生じた場合、その内容に踏み込んで点検
●  目標が明確であるかなど、評価に求められる要件を満たしているかどうかを点検

租特評価の枠組み

租特評価フロー図1

税制改正大綱

各府省税制調査会
各府省総務省

（行政評価局）

※点検作業の流れは図2を参照。

点検結果 通知報告

要望の提出 各府省各府省

税制改正要望
租税特別措置等の新設・
拡充・延長の要望点検

各府省が実施した政策評価が
「合理性・有効性・相当性」の観点
から分析・説明されているか点検 送付

添
付

租税特別措置等に係る
政策評価

税制改正作業
租税特別措置等
について見直し

点検結果も参考に検討
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● 

租
税
特
別
措
置
等
と
は
、
あ
る

政
策
目
的
の
実
現
の
た
め
に
、

特
定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合

に
、
税
負
担
を
軽
減
又
は
加
重

す
る
措
置
の
こ
と
を
言
い
ま
す
。

税
負
担
の
公
平
の
原
則
の
例
外

と
な
る
た
め
、
こ
れ
が
正
当
化

さ
れ
る
た
め
に
は
、
納
税
者
が

納
得
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば

い
け
ま
せ
ん
。

● 

そ
の
透
明
化
や
適
切
な
見
直
し

の
た
め
、
政
策
評
価
の
果
た
す

役
割
は
大
き
く
、
平
成
22
年
5

月
に
は
、 

 

・
政
策
評
価
法
施
行
令
の
改
正 

 

・ 

租
特
評
価
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

策
定

　 

に
よ
り
、
法
人
税
関
係
の
租
特

評
価
が
義
務
付
け
ら
れ
、
各
府

省
は
租
特
評
価
を
実
施
し
、
政

府
に
お
け
る
税
制
改
正
作
業
の

有
用
な
情
報
と
す
る
と
と
も
に
、

国
民
へ
の
説
明
責
任
を
果
た
す

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

● 

総
務
省
は
、
各
府
省
が
実
施
し

た
租
特
評
価
が
「
合
理
性
・
有

効
性
・
相
当
性
」
の
観
点
か
ら

説
明
・
分
析
さ
れ
て
い
る
か
を

点
検
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
点

検
過
程
に
お
い
て
各
府
省
か
ら

補
足
説
明
を
求
め
、
税
制
改
正

作
業
に
有
益
な
情
報
と
し
て
整

理
し
、
評
価
書
の
内
容
を
充
実

さ
せ
て
い
ま
す
。
点
検
結
果
は
、

補
足
説
明
と
併
せ
て
政
府
税
制

調
査
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に

公
表
し
て
い
ま
す
。

評価の観点

時代に合ったものに
なっているか？

合理性

税収減に見合う
費用対効果があるか？

有効性

補助金等より減税措置を
用いる優位性があるか？

相当性
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トップページ

評価書 政策評価調書

事前分析表

政策体系一覧

概算要求
反映状況

評価
結果

政策
目標政策

各府省の
行政事業
レビュー

トップページへ

各府省の
政策評価

トップページへ

政策評価ポータルサイト

新着情報・トピックス 政策評価制度について その他情報

租特評価の点検結果

　
総
務
省
は
、
今
年
度
各
府
省

で
実
施
さ
れ
た
租
特
評
価
に
つ

い
て
、
点
検
を
実
施
し
ま
し
た
。

（
1
6
3
件
）

　
評
価
書
で
は
、
1
6
3
件
全

件
に
説
明
・
分
析
が
不
十
分
な

点
が
あ
り
ま
し
た
。
し
か
し
、

各
府
省
に
補
足
説
明
を
求
め
た

結
果
、
十
分
に
説
明
が
な
さ
れ

た
評
価
書
が
33
件
と
な
り
、
そ

の
他
の
評
価
書
の
多
く
も
、
一

部
説
明
不
足
の
項
目
は
残
っ
た

も
の
の
、
説
明
内
容
は
大
き
く

充
実
し
ま
し
た
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
特
に
有
効

性
（
費
用
対
効
果
）
に
関
す

る
説
明
・
分
析
に
つ
い
て
は
、

依
然
と
し
て
多
く
の
評
価
書

（
1
6
3
件
中
1
3
0
件
）
で

課
題
が
残
り
ま
し
た
。

　
有
効
性
（
費
用
対
効
果
）
は

租
税
特
別
措
置
等
の
要
否
の
判

断
に
資
す
る
重
要
な
情
報
で
あ

り
、
今
後
、
説
明
・
分
析
の
内

容
の
更
な
る
充
実
、
説
明
責
任

の
向
上
を
図
っ
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

（注） 「合理性」、「有効性」、「相当性」について、一つの評価書に
おいて複数の区分にわたる課題を指摘しているため、合
計は「分析・説明の内容が不十分」の件数に一致しない。

税
制
改
正
作
業
へ
提
供
・
公
表

点検作業

点検結果
一定水準に達しているもの 33

分析・説明の内容が不十分 130

うち　合理性 23

うち　有効性 130

うち　相当性 20

各府省 補足説明

評価書
一定水準に達しているもの 0

分析・説明の内容が不十分 163

うち　合理性 115

うち　有効性 163

うち　相当性 77

情報の充実（評価の質の向上）
国民への説明責任の向上

点検作業の流れ図2

点検結果
補足説明を追加

有益な情報の提供

それぞれの評価書について、
説明不足として残った課題を指摘

評価書上は明らかでなかった点を
点検によって明らかにし、評価内容を充実

課題の例 イメージ

評価書

有効性（費用対効果）の説明が不十分な例

点検の過程で
明らかになった補足説明

この租税特別措置による
税収減は

○○億円

算定根拠が明らかになった数値のみで、算定根拠が不明

租税特別措置以外の要因による効果を
含めて効果としているため、
説明に疑問あり

租税特別措置

以外の要因に

よる効果

租税特別

措置による
効果

効果

租税特別措置

による税収減

（費用）

？
○○億円の
算定根拠は

（A）………
（B）………
（C）………

（A）＋（B）＋（C）
＝○○

6MIC   January 20137 MIC   January 2013

政策評価
−− 「
の
政策
ホ

評
ー
価ポ
ム

ー
ペー
タルサ
ジ
イト」
を
の
リ
ご案
ニ

内
ュ
 −
ー
−
アル!

　
各
府
省
は
そ
れ
ぞ
れ
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
政
策
評
価
に
関
す
る
情
報

を
公
開
し
て
い
ま
す
が
、
政
策
評
価

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
は
、
こ
れ
ら
の
情

報
を
結
び
付
け
、
一
カ
所
で
す
べ
て

把
握
で
き
る
よ
う
に
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
各
府
省
の
「
政
策
体
系
」、

主
要
な
施
策
に
関
す
る
「
目
標
」、「
評

価
情
報
」
及
び
「
概
算
要
求
へ
の
反

映
状
況
」
を
関
連
付
け
る
こ
と
に
よ

り
、
利
用
者
が
探
し
た
い
情
報
を
一

目
で
分
か
り
や
す
く
、
簡
単
に
目
的

の
情
報
に
た
ど
り
着
け
る
よ
う
に
整

理
し
ま
し
た
。ぜ
ひ
ご
活
用
く
だ
さ
い
。

政
府
全
体
の
政
策

評
価
に
関
す
る
情
報

を
一
カ
所
で
把
握

2 　
総
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
の
「
政

策
評
価
の
総
合
窓
口
」
を
「
政
策
評

価
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
」
と
し
て
リ

ニ
ュ
ー
ア
ル
し
、
政
策
評
価
に
関
連

す
る
各
種
情
報
を
よ
り
分
か
り
や
す

く
、
使
い
や
す
く
閲
覧
で
き
る
よ
う

に
し
ま
し
た
。

「
政
策
評
価
の

総
合
窓
口
」
を

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル

1

URLは次のとおり▶　http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index.html

総務省トップページ政策ズームアップバナー からも直接アクセスできます。



 

労働
平
切

力
成
り

調
2
替
5
査
年
わ

の
１
り

調
月
ま

査
か
す
ら
票が

を

の
的

ニ

す

失

目

ュ

結

が

業

確

的

ー

果

、

率

な
こ
と

に

スな
」

把

。

の
し

も
握

こ

た
て

と

ど

の

れ

び
調

づ

で

た

ら

、
査

い

報

め

は

よ
票

て

道さ

に

、

り
が

い
毎

実
適
切

ま

れ
月

施
切
り

す

る
行

し
に現
替

。

「
わ

て
雇

わ

就
れ

い
状

用

り

業
る

る
を

や

ま

「
者

労
失

把
す

労
数

働
業

握
。

働
」

力
の

す

や
力

調

「

状

る

調

査

完

況

こ

査
全

で
の

と

」

　

労
働
力
調
査
は
、
我
が
国
に
お
け

る
毎
月
の
最
新
の
就
業
・
不
就
業
の

実
態
を
明
ら
か
に
す
る
重
要
な
調
査

で
す
。

　

近
年
、
非
正
規
雇
用
者
の
増
加
や

少
子
・
高
齢
化
に
伴
う
働
き
手
の
減

少
が
社
会
全
体
の
課
題
と
な
っ
て
い

る
こ
と
か
ら
、
こ
う
し
た
実
態
を
的

確
に
把
握
す
る
た
め
、
11
年
ぶ
り
に

調
査
事
項
を
変
更
し
、
１
月
の
調
査

か
ら
、
新
た
な
調
査
票
様
式
に
切
り

替
え
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

労
働
力
調
査
の
見
直
し

● 「
月
末
１
週
間
の
就
業
時
間
」
を

「
月
末
１
週
間
の
就
業
日
数
」
で

除
し
、
こ
れ
に
「
月
間
就
業
日
数
」

等
を
乗
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
個
人

の
属
性
別
に
年
間
の
総
実
労
働
時

間
の
推
計
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

（
基
礎
調
査
票
⑧
、
⑨
）

● 「
常
雇
の
人
」
を
１
年
超
の
有
期

雇
用
契
約
者
と
期
間
の
定
め
な
い

者
に
分
離
し
て
、
有
期
雇
用
契
約

者
数
の
推
計
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

（
基
礎
調
査
票
⑩
）

● 「
勤
め
先
に
お
け
る
呼
称
」
の
調

査
頻
度
を
四
半
期
ご
と
か
ら
月
ご

と
に
変
更
し
、
非
正
規
雇
用
者
に

関
す
る
よ
り
詳
細
な
デ
ー
タ
を
迅

速
に
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま

す
。（
基
礎
調
査
票
⑪
）

● 

派
遣
先
企
業
等
の
労
働
投
入
量
に

派
遣
労
働
者
に
よ
る
分
も
追
加
さ

れ
、
産
業
別
の
労
働
投
入
量
の
正

確
な
推
計
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

（
基
礎
調
査
票
⑫
）

今
回
の
見
直
し
に
よ
り

新
た
に
わ
か
る
こ
と

基礎調査票の主な変更点

❾「当月の１か月間に仕事をした日
数」を追加しました。

❽「月末１週間（ただし 12月は 20
から 26日）に仕事をした時間」
に「日数」を追加しました。

⓬「勤め先・事業主等の名称・
事業内容」について、労働
者派遣事業所の派遣社員の
把握方法を「派遣元」から
「派遣先」に変更しました。

⓫「勤め先における呼称」に
ついて、「契約社員・嘱託」
の選択肢を「契約社員」と
「嘱託」に分割した上で、
特定調査票から基礎調査票
に移動し、毎月調査する事
項としました。

❿「従業上の地位」について、
「常雇の人」の選択肢を、
「無期の契約」と「有期の
契約」に細分化しました。

総務省統計局　労働力調査
http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm

More
Info

基礎調査票（オモテ）

特定調査票（オモテ）特定調査票にも変更点があります

●  非正規雇用の拡大が進む中、その背景を把握するため、非正規雇用に就いた
理由に関する項目を新たに追加しました。これにより、非正規雇用者の詳細
な実態が明らかになり、非正規雇用の増加の背景等に関する分析に当たり有
用なデータを得ることができます。

●  高齢化の進展により仕事探しができない者を的確に把握するため、就業希望
者の非求職理由の選択肢について、「家事・育児のため」を「出産・育児のため」
と「介護・看護のため」に細分化しました。これにより、就業と介護との関
係やワーク・ライフ・バランスの進展に関する分析が可能となります。
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労働
「
力
完
調
全
査
失
で
業
わ
率
か
」
り
は
ます！

正規・非正規の職員・従業員数及び非正規の割合

主な産業別就業者の推移

就業者の対前年増減及び完全失業率の推移
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※2011年は補完的に推計した結果

（万人） （％）

（年）

」
員
業
従
・
員
職
の
規
正
非
「」
員
業
従
・
員
職
の
規
正
「

合
割
の
」
員
業
従
・
員
職
の
規
正
非
「

（非正規の職員・従業員は増加傾向）
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（万人）

（年月）
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※  2011年 3～ 8月は補完的に推計した結果，また 2007
年 1月～ 2011年 12月までの結果は時系列接続用の補
正した結果である。
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就業者（左目盛）

2011年　4.6％

完全失業率（右目盛）

※2011年は，補完的に推計した結果

（万人）

就
業
者
の
対
前
年
増
減

完
全
失
業
率

（%）

2002年　5.4％と過去最高

リーマンショックの影響により
103万人の減少
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る
月
例
経
済
報
告
に
お
い
て
、
雇
用

面
の
重
要
な
指
標
と
し
て
景
気
の
分

析
に
利
用
さ
れ
る
ほ
か
、
国
や
地
方

公
共
団
体
を
通
じ
た
緊
急
雇
用
対
策

や
若
年
者
雇
用
対
策
、
大
学
や
研
究

機
関
に
お
け
る
雇
用
失
業
問
題
の
研

究
な
ど
の
重
要
な
基
礎
資
料
と
し
て

幅
広
く
活
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

労
働
力
調
査
で
は
、
調
査
対
象
と

な
る
世
帯
を
全
国
か
ら
統
計
的
な
方

法
に
よ
っ
て
、
約
４
万
世
帯
を
か
た

よ
り
な
く
選
定
し
て
お
り
、
ど
な
た

で
も
調
査
対
象
と
な
り
え
ま
す
。
選

定
さ
れ
た
世
帯
に
は
、
調
査
員
が
訪

問
し
、
調
査
票
へ
の
記
入
を
お
願
い

　

労
働
力
調
査
は
、
我
が
国
の
雇
用

や
失
業
の
実
態
を
明
ら
か
に
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
た
、
統
計
法
に
基
づ

く
政
府
の
基
幹
統
計
調
査
で
す
。
全

国
か
ら
無
作
為
に
選
定
さ
れ
た
約

４
万
世
帯
の
15
歳
以
上
の
方
々
（
約

10
万
人
）
を
対
象
に
、
総
務
省
統
計

局
が
都
道
府
県
を
通
じ
て
毎
月
実
施

し
て
い
ま
す
。

　

労
働
力
調
査
の
結
果
か
ら
、
新
聞

や
テ
レ
ビ
な
ど
で
取
り
上
げ
ら
れ
て

い
る
「
完
全
失
業
率
」
や
「
就
業
者

数
」
な
ど
が
わ
か
り
ま
す
。
そ
れ
以

外
に
も
、
正
規
・
非
正
規
別
雇
用
者

の
割
合
や
産
業
別
就
業
者
の
推
移
な

ど
の
デ
ー
タ
を
公
表
し
、
国
内
に
お

け
る
雇
用
や
失
業
の
状
況
を
明
ら
か

に
し
て
い
ま
す
。

　

結
果
の
公
表
は
、
毎
月
、
原
則
と

し
て
調
査
月
の
翌
月
末
に
行
わ
れ
ま

す
。
結
果
は
、
政
府
が
毎
月
発
表
す

し
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
調
査
員
は
調
査
対
象
と
な

る
地
域
の
都
道
府
県
知
事
が
任
命
し

た
特
別
職
の
地
方
公
務
員
で
、
都
道

府
県
知
事
が
交
付
し
た「
調
査
員
証
」

を
必
ず
携
帯
し
て
い
ま
す
。

　

労
働
力
調
査
は
、
暮
ら
し
に
か
か

わ
る
雇
用
や
失
業
の
状
況
を
的
確
に

把
握
し
、
各
種
の
雇
用
対
策
を
立
案

し
て
い
く
た
め
に
不
可
欠
な
調
査
で

す
。
正
確
な
統
計
の
作
成
の
た
め
に

調
査
の
趣
旨
を
ご
理
解
い
た
だ
き
、

ご
回
答
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

労
働
力
調
査
は

毎
月
実
施
し
て
い
ま
す

国
や
地
方
の
雇
用
対
策
に

役
立
て
ら
れ
ま
す

調
査
員
が
訪
問
し
ま
す

み
な
さ
ま
の
ご
回
答
が

雇
用
対
策
の
道
し
る
べ
に



MIC
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サービス産業動向調査が
大きく変わります
今やＧＤＰの約７割を占め、多様化が進むサービス産業の実態をより詳細に把握します。

　

サ
ー
ビ
ス
産
業
動
向
調
査
は
、

サ
ー
ビ
ス
産
業
の
売
上
や
雇
用
の

動
向
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
、
全

国
の
約
3
9
0
0
0
事
業
所
、
店

舗
等
を
対
象
に
毎
月
実
施
し
て

い
る
調
査
で
す
。
調
査
結
果

は
、
国
や
都
道
府
県
の
産
業
政
策
、

G
D
P
を
は
じ
め
と
す
る
経
済
指

標
の
正
確
性
向
上
、
民
間
企
業
に

お
け
る
経
営
判
断
な
ど
に
役
立
て

ら
れ
ま
す
。

サ
ー
ビ
ス
産
業

動
向
調
査
と
は

サービス産業動向調査の毎月の結果からこんなことが分かります

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

前年同月比（右軸）

売上高（左軸）

平成23年 平成24年
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0

（兆円）
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-5.0

-15.0

-25.0

（％）

東日本大震災があった平成23年３月に8.1％減少
その後、減少幅が縮小

その後、ほぼ横
ばいで推移

平成24年前半は、前年の東日本大
震災による売上減の反動等により
増加傾向で推移

　

平
成
25
年
1
月
か
ら
、
サ
ー
ビ

ス
産
業
の
活
動
実
態
を
よ
り
詳
細

に
把
握
す
る
た
め
、
次
の
よ
う
に

調
査
内
容
を
充
実
さ
せ
ま
す
。

● 

こ
れ
ま
で
調
査
し
て
い
た
売
上

高
（
金
額
）
に
加
え
て
、
利
用

者
数
、
契
約
者
数
、
取
扱
件
数

な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
の
需
要（
量
）

に
つ
い
て
、
そ
の
増
減
を
調
査

し
ま
す
。

● 

こ
れ
ま
で
は
事
業
所
を
単
位
に

調
査
し
て
い
ま
し
た
が
、
資
本

金
１
億
円
以
上
の
企
業
な
ど
は

企
業
単
位
に
変
更
し
て
、
企
業

全
体
に
つ
い
て
調
査
し
ま
す
。

● 

年
一
回
、
調
査
対
象
に
約

4
3
0
0
0
事
業
所
を
追
加
し

て
、
都
道
府
県
別
の
売
上
高
を

調
査
し
ま
す
。

平
成
25
年
１
月
か
ら

こ
う
変
わ
り
ま
す

調査の対象 月次調査 (毎月）：サービス産業に属する約13,000企業と約26,000事業所が対象です。
年次調査 (毎年６月）：毎月の調査対象に約43,000事業所を追加します。

調査事項 月次調査：月間売上高、需要動向、事業従事者数などを調査します。
年次調査：年間売上高 (企業を対象とする調査は、都道府県別）、事業従事者数などを調査します。

調査の方法
郵送により調査票を配布・回収します(希望によりインターネットを利用した回答も可能 )。
調査は、（株）インテージリサーチ及び（株）サーベイリサーチセンターの共同企業体が「サービス産業
動向調査実施事務局」として実施します。

公表方法

月次調査の結果は、毎月末に総務省統計局のホームページに掲載（調査した月の翌々月に「速報」、
5カ月後に「確報」として公表）します。
年次調査の結果は、総務省統計局のホームページに掲載（調査した年の12月に「速報」、翌年の秋
ごろに「確報」として公表）します。

調査対象となる
産業

●  情報通信業
  携帯電話サービス、放送局、ソフトウェア開発、インターネット・ショッピング・サイト運営、新聞社、映
画・テレビ番組制作会社　など

●  運輸業、郵便業
  鉄道、路線バス、タクシー会社、貨物運送業、宅配便、トランクルーム業、梱包業、航空運送業　
など

●  不動産業、物品賃貸業
  土地売買、土地建物仲介、レンタルビデオ業、ウィークリーマンション賃貸業、駐車場、不動産管理、
レンタカー　など

●  学術研究、専門・技術サービス業
  建築設計事務所、弁護士法人事務所、行政書士事務所、経営コンサルタント、写真館、広告代
理業　など

●  宿泊業、飲食サービス業
 喫茶店、ホテル、旅館、独身寮、中華料理店、居酒屋、ファミリーレストラン、すし屋、そば屋　など
●  生活関連サービス業、娯楽業
 美容業、理容業、クリーニング業、銭湯、冠婚葬祭業、映画館、カラオケボックス　など
●  教育、学習支援業
 学習塾、公民館、ピアノ教室、図書館、スイミングスクール、美術館、動物園、水族館　など
●  医療、福祉
  病院、内科医院、歯科診療所、訪問介護業、あんまマッサージ、老人ホーム、保育所、市町村保
健センター　など　

●  サービス業（他に分類されないもの）
  自動車整備業、廃棄物処理業、表具業、警備業、労働者派遣業、ビルメンテナンス業、ビル清掃
業　など

調査対象として、選定された企業及び事業所におかれましては、ぜひ調査のご回答をお願いいたします。

調査のあらまし

総務省統計局　サービス産業動向調査
http://www.stat.go.jp/data/mssi/index.htm

サービス産業動向調査　調査結果
http://www.stat.go.jp/data/mssi/kekka.htm
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Communications１月26日は

「文化財防火デー」
文化財は国民共通の貴重な財産であり、火災による焼失等から保護して

後世に残すことは、私たちの極めて重要な責務です。
貴重な文化財を火災、震災その他の災害から守るには、地域ぐるみ、住民ぐるみの取組が大切です。

　

昭
和
24
年
の
こ
の
日
は
、
世
界

的
至
宝
で
1
3
0
0
年
の
歴
史
を

持
つ
日
本
最
古
の
壁
画
が
描
か
れ

た
奈
良
県
法
隆
寺
金
堂
が
焼
損
し

た
日
に
あ
た
り
ま
す
。
そ
の
後
も

文
化
財
の
消
失
等
が
相
次
い
だ
こ

と
か
ら
、
消
防
庁
と
文
化
庁
で
は

文
化
財
を
災
害
か
ら
守
る
と
と
も

に
、
国
民
一
般
の
文
化
財
愛
護
思

想
の
普
及
高
揚
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
、
昭
和
30
年
に
こ
の
日

を
「
文
化
財
防
火
デ
ー
」
と
定
め

全
国
的
に
文
化
財
防
火
運
動
を
展

開
し
て
い
ま
す
。

　

近
年
の
重
要
文
化
財
建
造
物
や

こ
れ
に
準
ず
る
歴
史
的
に
価
値
の

高
い
建
造
物
に
お
い
て
、
火
災
の

被
害
を
受
け
た
例
と
し
て
は
、
平

成
19
年
５
月
及
び
平
成
20
年
1
月

に
は
神
奈
川
県
藤
沢
市
の
旧
モ
ー

ガ
ン
邸
本
棟
等
が
、
平
成
20
年
５

月
に
は
大
阪
府
吹
田
市
の
吉
志
部

神
社
本
殿
（
重
要
文
化
財
）
が
焼

失
し
て
お
り
、
平
成
21
年
３
月
に

文
化
財
防
火
デ
ー
と
は
？

第５８回文化財防火デー消防訓練
大國魂神社（東京都府中市）

※写真提供：東京消防庁

 

第59回文化財防火デー消防訓練予定のお知らせ
 

● 浅草寺（東京都台東区）
 平成２５年１月２３日（水）９時３０分～
● 善導寺（福岡県久留米市）
 平成２５年１月２６日（土）１４時～

その他の予定につきましては、
お近くの消防署へお尋ねください。

浅草寺二天門（重要文化財） 善導寺本堂（重要文化財）

※写真提供：文化庁 ※写真提供：京都市消防局

5
開催年 文化財

平成20年　第54回
二荒山神社 栃木県日光市

正福寺 東京都東村山市

平成21年　第55回
専修寺 三重県津市

寛永寺 東京都台東区

平成22年　第56回
旧善通寺偕行社 香川県善通寺市

本門寺大堂 東京都大田区

平成23年　第57回
功山寺仏殿 山口県下関市

護国寺 東京都文京区

平成24年　第58回
国宝二条城 京都府京都市

大國魂神社 東京都府中市

第５８回文化財防火デー消防訓練　国宝二条城（京都府京都市）

文化財防火デーにともなう主な消防訓練等実施文化財（過去 年間）

※参考URL（文化庁ホームページ）：http://www.bunka.go.jp/bunkazai/aigo/bousai.html

め
て
認
識
さ
せ
ら
れ
ま
す
。

　

文
化
財
を
災
害
か
ら
守
る
に
は
、

関
係
機
関
や
文
化
財
関
係
者
の
み

な
ら
ず
文
化
財
周
辺
地
域
住
民
と

の
連
携
・
協
力
が
必
要
で
す
。
ぜ

ひ
こ
の
「
文
化
財
防
火
デ
ー
」
を

機
会
に
、
地
域
ぐ
る
み
、
住
民
ぐ

る
み
で
文
化
財
愛
護
に
関
す
る
意

識
と
防
火
・
防
災
意
識
の
高
揚
に

努
め
ま
し
ょ
う
。

は
奈
良
県
天
理
市
の
石
上
神
宮
摂

社
出
雲
建
雄
神
社
拝
殿
（
国
宝
）、

神
奈
川
県
横
浜
市
の
旧
住
友
家
俣

野
別
邸
（
重
要
文
化
財
）、
神
奈

川
県
大
磯
町
の
旧
吉
田
邸
が
焼
失

し
た
こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
海
外
で
は
、
平
成
20
年

２
月
に
韓
国
ソ
ウ
ル
市
の
国
宝
南

大
門
で
火
災
が
発
生
し
て
お
り
、

こ
う
し
た
火
災
等
か
ら
文
化
財
を

守
っ
て
い
く
こ
と
の
大
切
さ
を
改

、、
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A

A

MCA無線・
電子タグシステム（RFID）の
周波数が変わります！

9
0
0
M
H
z
帯
M
C
A
無
線
や

9
5
0
M
H
z
帯
電
子
タ
グ
シ
ス

テ
ム
は
、
平
成
30
年
4
月
1
日
以

降
、
使
用
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

周
波
数
を
移
行
す
る
た
め
に
必
要

と
さ
れ
る
費
用
は
、
新
た
に
そ
の

周
波
数
帯
で
携
帯
電
話
事
業
を
行

う
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル
株
式

会
社
が
負
担
す
る
こ
と
と
な
る
た

め
、
お
早
め
に
、
具
体
的
な
費
用

負
担
の
範
囲
等
に
つ
い
て
、
ソ
フ

ト
バ
ン
ク
モ
バ
イ
ル
株
式
会
社
と

の
協
議
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

ひ
っ
迫
す
る
携
帯
電
話
用
周
波

数
の
確
保
の
た
め
、
平
成
30
年
3
月

31
日
ま
で
に
、
現
在
9
0
0
M
H
z

帯
の
周
波
数
を
使
用
す
る
M
C
A

無
線
は
9
3
0
M
H
z
帯
へ
、

9
5
0
M
H
z
帯
の
周
波
数
を

使
用
す
る
電
子
タ
グ
シ
ス
テ
ム

（
R
F
I
D
）
は
9
2
0
M
H
z
帯

へ
、
そ
れ
ぞ
れ
移
行
す
る
こ
と
と

な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
た
め
、
現
在
ご
使
用
中
の

M
C
A
無
線
・
電
子
タ
グ

シ
ス
テ
ム
を
お
使
い
の

皆
さ
ま
へ

A

Ｍ
Ｃ
Ａ

電
子
タ
グ

905 915 950 958
（MHz）

電
子
タ
グ

携
帯
電
話

携
帯
電
話

Ｍ
Ｃ
Ａ

915 930 960940945900
（MHz）

移
行
前

移
行
後

再
編 移行

新周波数帯
930MHz帯 MCA（インフラ・端末の供給体制が整い次第移行） 

920MHz帯 電子タグ（端末の供給体制が整い次第移行） 

詳細は総務省「700/900MHz帯周波数再編ポータルサイト」http://www.tele.soumu.go.jp/j/ref/portal/ をご覧ください。

Q
現在使用中の
ものは
どうすれば
いいですか？

現在使用中の旧周波数帯のシステムを引き続き使用する場
合は、新周波数帯に移行していただく必要があります。移
行期限は、周波数使用期限の平成30年3月31日までです。
●  平成30年4月1日以降、旧周波数帯で使用していると電
波法違反※となり、罰せられる場合がありますので、スケ
ジュールに十分余裕をもって円滑に移行してください。

※  平成30年4月1日以降は、技術基準適合証明等の効力がなくなりますので、
不法開設となり、電波法第110条により懲役1年以下又は罰金100万円以下
に処せられる場合があるほか、携帯電話の無線設備の機能に障害を与えた場
合は、電波法第108条の２により懲役5年以下又は罰金250万円以下に処せ
られる場合があります。

Q
移行にかかる
費用は

どうなるの？

●  移行費用は、旧周波数帯で新たに携帯電話
事業を行うソフトバンクモバイル株式会社
が負担します。負担の対象となるのは、周
波数移行に必要な①設備費、②工事作業費、
③ソフトウェア改修費となります。

●  実際の費用負担については、ソフトバンク
モバイル株式会社と協議を行い、合意した
内容となります。また、移行費用負担の対
象は周波数の使用期限前までに移行するも
のに限ります。

Q
ソフトバンク
モバイルと

協議する方法を
教えてください。

、

周波数の変更

移行スケジュール

旧周波数帯
900MHz帯 MCA 

950MHz帯 電子タグ 

既設局の運用のみ

既設局の運用のみ

H24.12.31
新規免許の申請期限

H30.3.31

16MIC   January 201317 MIC   January 2013

●  免許又は登録を受けている方は、ソフトバンクモバ
イル株式会社から協議の実施手順について通知がな
されていますので、それに従って協議を開始してく
ださい。

●  免許不要の無線設備（特定小電力無線局である電子
タグシステム）をお使いの方は通知が行われません
ので、下記のソフトバンクモバイル株式会社の窓口
へ連絡して、周波数移行のための協議を開始してく
ださい（余裕をもった計画を立て、早期に920MHz
帯へ移行していただくようお願いいたします）。

MCA無線・電子タグシステムの周波数移行に対する受付・相談窓口

ソフトバンクモバイル株式会社

☎0800-919-0900（通話料無料）
http://www.softbankmobile.co.jp/ja/info/public/900mhz/
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開催しました
全国統計大会は、10月18日「統計の日」の関連行事の一つとして、国、

地方公共団体、関係団体等の統計関係者が一堂に会し、相互の交流と研さんを行い、
我が国の統計の進歩発展と統計思想の普及啓発に資することを目的に開催しています。

　

平
成
24
年
11
月
16
日
（
金
）、

東
京
都
渋
谷
区
の
国
立
オ
リ
ン

ピ
ッ
ク
記
念
青
少
年
総
合
セ
ン

タ
ー
に
て
、「
第
62
回
全
国
統
計

大
会
」
が
開
催
さ
れ
、
全
国
か
ら

統
計
関
係
者
約
７
２
０
人
が
参
加

し
ま
し
た
。

　

大
会
で
は
、
統
計
調
査
に
関
し
、

顕
著
な
功
績
の
あ
っ
た
方
々
に
対

す
る
、
総
務
大
臣
、
厚
生
労
働
大

臣
、
農
林
水
産
大
臣
、
経
済
産
業

大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣
に
よ
る

表
彰
の
ほ
か
、
戦
後
の
統
計
再
建

に
尽
力
し
た
、
故
・
大
内
兵
衞
博

士
の
業
績
を
記
念
し
て
設
け
ら
れ

た
、
大
内
賞
の
授
与
が
行
わ
れ
ま

し
た
。

　

ま
た
、
第
60
回
統
計
グ
ラ
フ
全

国
コ
ン
ク
ー
ル
の
入
賞
者
に
対
す

る
表
彰
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

各
種
表
彰

　

表
彰
式
に
続
き
、
第
33
回
統
計

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
が
開
催
さ
れ
ま
し

た
。
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、
ま
ず

「
地
域
社
会
の
活
性
化
と
統
計
の

役
割
」
を
テ
ー
マ
と
し
て
、
株
式

会
社
ち
ば
ぎ
ん
総
合
研
究
所
取
締

役
社
長 

水
野
創
氏
に
よ
る
基
調

講
演
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
甲
南
大
学
特
別
客
員

教
授
の
須
田
美
矢
子
氏
を
座
長
と

し
た
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

が
行
わ
れ
、
活
気
に
満
ち
た
地
域

社
会
を
目
指
す
た
め
の
施
策
に
お

い
て
、
統
計
に
求
め
ら
れ
る
役
割

と
は
何
か
、
に
つ
い
て
議
論
が
行

わ
れ
、
意
見
交
換
が
行
わ
れ
ま
し

た
。

　

ま
た
、
会
場
の
参
加
者
か
ら
も

意
見
が
出
さ
れ
る
な
ど
、
活
発
な

意
見
交
換
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

第
33
回

統
計
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

開会の様子

表彰状を授与される受賞者

総務大臣特別賞受賞作品
新江 春佳さん（神奈川県）

シンポジウムの様子

座　　長： 甲南大学特別客員教授
須田 美矢子 氏

パネリスト：
（50音順）

三重大学人文学部教授
朝日 幸代 氏

兵庫県立大学地域創造機構教授
畑 正夫 氏

徳島県政策創造部統計調査課企画幹
牧田 修治 氏

（株）ちばぎん総合研究所取締役社長
水野 創 氏
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住
民
の
団
結
力
と
行
動
力
で

地
域
力
向
上
を
図
る
ま
ち

美
し
い
山
並
み
と
水
田
に
囲
ま
れ
た
北
関
東
の
自
然
の
里
。

そ
こ
で
は
、
地
域
を
愛
す
る
住
民
の
団
結
力
と
行
動
力
で

過
疎
化
や
高
齢
化
の
波
を
は
ね
か
え
す
取
組
を
行
っ
て
い
ま
す
。

撮
影
：
宇
賀
神
善
之　

写
真
提
供
：
常
陸
太
田
市

常
陸
太
田
市

茨
城
県

ひ

た
ち

お
お

た

し

CITY PROFILE

人口：54,422人（平成24年12月1日現在）

面積：372.01km²

HP：http://www.city.hitachiota.ibaraki.jp/

南
北
に
延
び
る

自
然
と
歴
史
の
ま
ち

　

茨
城
県
の
北
部
、
福
島
県
と
の

県
境
に
位
置
す
る
常
陸
太
田
市
。

県
内
で
最
も
広
大
な
市
は
、
平
成

16
年
12
月
に
旧
常
陸
太
田
市
と
旧

金
砂
郷
町
、
旧
水
府
村
、
旧
里
美

村
が
合
併
し
て
誕
生
し
ま
し
た
。

　

市
中
心
部
は
、
江
戸
時
代
に
は

水
戸
徳
川
家
の
藩
領
地
と
し
て
発

展
し
、
徳
川
光
圀
公
が
晩
年
を
過

ご
し
た
西
山
荘
や
、
水
戸
徳
川
家

歴
代
藩
主
の
墓
所
で
あ
る
瑞
龍
山

な
ど
が
あ
り
ま
す
。
市
の
北
部
は

中
山
間
地
域
を
形
成
し
て
お
り
、

そ
ば
の
栽
培
が
さ
か
ん
で
す
。

男体山

水府支所

竜神大吊橋

461

349

349

293常陸太田駅
常陸太田支役所

金砂郷支所

里美支所

鍋足山

高鈴山

里川

山田川

白木山

花立山
妙見山

三鈷室山

国見山

常陸
太田市

茨城県5
人
の
女
性
が
奮
闘
！

地
域
お
こ
し
協
力
隊

　

常
陸
太
田
市
に
は
、
都
会
か
ら

や
っ
て
き
た
5
名
の
女
性
が
「
地

域
お
こ
し
協
力
隊
」
と
し
て
活
躍

し
て
い
ま
す
。
彼
女
た
ち
は
み

な
、
同
じ
大
学
、
学
科
出
身
の
20

代
。「
R
e
l
i
e
r
（
ル
リ
エ
）」

と
い
う
チ
ー
ム
を
結
成
し
て
、
地

域
資
源
の
発
掘
、
市
内
外
へ
の

P
R
活
動
、
交
流
人
口
拡
大
に

向
け
た
様
々
な
取
組
を
行
っ
て
い

ま
す
。
常
陸
太
田
市
に
住
居
を
移

し
、
地
域
に
溶
け
込
み
な
が
ら
も
、

「
ワ
カ
モ
ノ
、
ヨ
ソ
モ
ノ
」
の
視

点
を
生
か
し
、「
お
宝
マ
ッ
プ
」

の
作
成
や
、「
地
域
食
」
の
掘
り

起
こ
し
な
ど
、
地
元
住
民
で
は
気

づ
か
な
い
魅
力
を
た
く
さ
ん
発
見

し
て
き
ま
し
た
。

　

地
域
で
作
り
上
げ
た
人
脈
や
、

地
域
力
創
出
の
活
動
の
経
験
か
ら
、

後
述
の「
域
学
連
携
事
業
」や「
エ

コ
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
活
動
」
で
も
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成
や
企
画
運
営
で

重
要
な
役
割
を
担
っ
て
お
り
、
今

や
、
常
陸
太
田
市
の
活
性
化
に
は

欠
か
せ
な
い
存
在
で
す
。

大学生のフィールドワークを受け入れている里川町の町会長・ 見さん夫妻と、地域おこし協力隊の笹川さん。

常陸太田市を代表する竜神
大吊橋。毎年春の鯉のぼり
まつり、秋の紅葉まつりは、多
くの観光客でにぎわう。
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ん
の

特
陸

が
汁
太
産

一般的。
に
田
品

つ
で
の

け
は
そ

て
、
ば

食
け
。
ん
べ

常
ち
る

150年前に建てられた古民
家・荒蒔邸。伝統的な家屋
を維持保存しており、気軽に
古民家ステイを体験できる。



　

常
陸
太
田
市
で
は
、
学
生
に
フ

ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
の
場
を
提
供

し
、
学
生
は
地
域
の
課
題
を
解
決

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
実
習
を

行
う
「
域
学
連
携
地
域
づ
く
り
実

証
研
究
事
業
」
の
実
証
研
究
に
、

茨
城
大
学
、
常
磐
大
学
、
茨
城
キ

リ
ス
ト
教
大
学
と
連
携
し
て
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。

　

事
業
初
年
度
と
な
る
今
年
は
、

里
美
地
区
を
フ
ィ
ー
ル
ド
に
設

定
。
9
月
に
行
わ
れ
た
フ
ィ
ー
ル

ド
ワ
ー
ク
で
は
、「
地
域
を
知
る
」

こ
と
を
目
標
に
、
そ
ば
打
ち
体
験

や
農
家
民
泊
を
通
じ
て
地
域
の
魅

力
に
触
れ
ま
し
た
。
大
学
で
単
位

化
も
さ
れ
る
本
格
的
な
実
習
は
11

月
に
ス
タ
ー
ト
し
、「
里
川
カ
ボ

チ
ャ
」
の
ブ
ラ
ン
ド
化
を
目
指

し
、
商
品
ア
イ
デ
ア
や
パ
ッ
ケ
ー

ジ
デ
ザ
イ
ン
の
企
画
を
行
っ
て
い

ま
す
。

　

地
域
住
民
は
、
学
生
と
の
交
流

を
通
じ
て
地
域
資
源
を
見
つ
め
直

す
き
っ
か
け
が
で
き
、
学
生
側
は

講
義
で
得
た
知
識
を
実
社
会
で
応

用
す
る
「
就
業
力
」
を
育
成
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
今
後
は
、
継

続
的
な
実
施
に
よ
る
相
乗
効
果
で

地
域
の
課
題
改
善
を
目
指
し
て
い

き
ま
す
。

大学と地域が連携して
活性化を目指す！

地方力

1
域学連携事業

地域住民が主導！
地方力

2
エコミュージアム
活動による
まちづくり

里川町の地域住民と大学生たち。手に持っているのは、地域に伝わるピンク色の里川カボチャ。

地域住民から里
美地区の伝統的
な料理を学ぶ学
生たち。

地域住民から、里川
カボチャの起源につ
いて説明を受ける学
生たち。

の

が

の

で
す

確
保

今
後

課
題

。

な

を

う

活
発

地
域
活
動

担

後
継
者

も

し
て
き
て
お
り

こ
の

高
齢
化

、

ん
で
い
ま
す

し
か
し

組

。

、
住
民

に
も

に

り

の

の

加
工
・
販
売

積
極
的

取

拡
大
、
経
済
活
動

向

流
人
口

さ
ら
に

の
こ
ん
に
ゃ
く
の

り

て

の

在
来
種

、
育

、
地
域
力

再
生
、
交

れ
る

の

の

と
し
て

し

自
然
体
験

企
画
・
運
営
、

地
域

宝

再
発
見

、
守

の

ど
も
た
ち
を

け

な
ど
を

子

受

入

県
内
外

業
、
観
光
、
食
、
人
物

れ
て
き
た

そ
の

の
た
め
に

改
善

、植
林
活
動
、

歴
史
文
化
、
自
然
、
産

す

の

に
つ
い
て

し

い

こ
れ
は

で

け

が

課
題

話

合

、

。

、
地
域

受

継

域で
は

が
ほ
ぼ

で

か
ら

り

ん
で
い
ま

、
住
民

総
動
員

地

平
成

年

取

組

19

　

と
く
に

の

エ
コ
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム

に

、
市
北
部

持
方
集
落

「

活
動
」

も
ち
か
た
し
ゅ
う
ら
く

も
の
で
す

え

の
も
と

で
は

方

、
常
陸
太
田
市

。

へ

さ
せ
る
こ
と
を

す

ま
る
ご
と

の

〝
地
域

上

発
展

目
指

博
物
館
〞

考

持方集落内のお宝ス
ポットに看板を設置。
すべて住民たちが独自
で行っている。

山々に囲まれたのどか
な持方集落。「にほん
の里100選」に選定さ
れている。

「持方わくわく自然夢学校」で、流しそうめんを楽しむた
くさんの子どもたち。毎回参加するリピーターも多い。

住民の団結力が生み出す
子どもたちとの交流活動

須賀川さん夫妻と地域おこし協力隊の笹川さん。
手にしているのは、婦人部が加工して販売している
特産品「持方集落生玉合わせ手造りこんにゃく」。

　持方集落は、11世帯23名の小さ

な集落です。子どももおらず、このまま

では地域がさびれてしまうという危機感

から、平成21年から親子を対象とし

た「持方わくわく自然夢学校」を始め

ました。毎回県内外問わず120人の

親子が参加してくれています。

　運営は、集落のみんなの手探りで

す。週に何度も集まって、持方ならで

はの魅力は何か、どんな活動にしたら

子どもたちが喜ぶか話し合いを重ね、

行政や地域おこし協力隊と協力して

行っています。

　小さな集落の中にいると、意識して

外と交流を持たなければ、どんどん閉

鎖的になってしまいます。持方集落で

は、昔から何をするにも地域住民が協

力して行ってきました。この団結力が、

子どもたちとの交流を生み出している

のです。

持方集落代表　須
す

賀
か

川
がわ

悦
よし

久
ひさ

さん
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